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の高校における情報科の実施状況は，「社会と情報」が 46.9%，「情報と科学」が 13.6% であった。その内，情報モラルの

















































































































































ために，現行学習指導要領 3）の第２章第 1節および第 2
節の第２「内容とその取扱い」で記載されている，「社
会と情報」の 1. 情報の活用と表現，2. 情報通信とネッ
トワークとコミュニケーション，3. 情報社会の課題と情




























































の実施学年は 1 年生が 66 校（50.0%）と最も多く，続
いて 2 年生が 15 校（11.4%），3 年生が 8 校（6.1%），1
年と 2 年が 6 校（4.5%），2 年と 3 年が 1 校（0.8%）で
あった。また，必修科目の実施の割合では「社会と情報」
を実施している学校は 62 校（46.9%）となり，「情報と
科学」は 18 校（13.6%）であった。その他，両方 3校 1.3%，
学校設置科目 6 校（4.5），不明 7 校（5.3%）となった。
必修科目の年間カリキュラムのうち，現行学習指導要領






























科学的な理解」が 1.35 と顕著に低かった（表 4）。
これらの結果を踏まえ，全体的な情報モラル問題の発
生頻度と情報教育の目標に対する重要性の意識との関














ルや SNS などの友人関係のトラブル」が 72.0% と最も
多く，次に「携帯・インターネット依存症などの健康被












































































































































































表 4 情報教育の目標に対する重要性の認識 






































平均 2.33 2.52 2.43
SD 0.75 0.61 0.66
平均 1.30 1.37 1.36
SD 0.64 0.65 0.64
平均 2.37 2.12 2.21







t (130)=1.57   ns
t (130)=0.57   ns



































（発生頻度 4.5% －困難感 12.9%），「ネット詐欺の被害」




（発生頻度 25.0% －困難感 23.5%），「著作権の侵害」（発
生頻度 29.5% －困難感 10.6%），「情報の信ぴょう性の
確認の指導」（発生頻度 23.5% －困難感 10.6%），「セ







度 72.0% －困難感 58.3%），「ネット依存症・健康被害」
（発生頻度 36.4% －困難感 40.9%），「ネットいじめ」（発







































































































































































会と情報」が 46.9%，「情報と科学」が 13.6% であっ
た。これらの科目のうち，情報モラルの指導に割
り当てられている授業時間数の平均は，「社会と情
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